都道府県論
村上　博（2017年3月24日）
はじめに
・2017年県知事選挙をどう迎えるか
　　新しい政治：市民と野党との統一戦線
・憲法原理の価値転換：明治憲法から日本国憲法へ
・地方分権改革下の都道府県

Ⅰ．都道府県の位置付け
1． 明治憲法下：半官治団体 
1890年の府県制により府県会が設置され、地方団体の性格が付与された。
その執行機関には、地方官官制（1886年）に基づき、国の任命する国の官吏としての府県知事が充てられた。
知事が、地方団体たる府県の執行機関と国の普通地方行政官庁を兼ねる体制の採用
府県の事務であれ国の事務であれ、国の大臣の指揮監督下で処理する、という中央集権的・官治的行政システム

2． 現行憲法下：完全自治体
（１）憲法の原点
1） 憲法による地方自治保障の理由
1 地方の特殊性に対応しうる地方自治行政システム
2 地方自治が民主的な国政の基盤の形成に資する
２）都道府県と市町村との2層制の保障
　　①戦前の中央集権的・官治的行政に対する反省
　　②単層的地方自治は必ず総合的出先機関を生み、地方自治そのものを圧殺する。

（２）現実の制度
１）機関委任事務制度
　　①国の総合的出先機関→府県の半国家化
　　②市町村に対する優越的地位
２）1956年地方自治法改正
　　市町村は「「基礎的な地方公共団体」
　　　事務の概括性＝市町村中心主義
　　都道府県は「市町村を包括する広域の地方公共団体」
　　　①広域事務、②統一事務、③連絡調整事務および④補完事務
３）革新自治体
中央集権権力に対抗して都道府県民の生活利益を擁護する

（３）地方分権改革
１）第1次地方分権改革（1993年~1999年）
　　機関委任事務制度の廃止により、国との関係において、都道府県は国の出先機関的性格を持つ存在ではなくなるとともに、この制度の廃止に伴って主務大臣の知事に対する指揮監督権が削除されたことにより、自主的・自立的に処理することができる存在。
　→機関委任事務を全廃した分権改革は、国と市町村の中間に位置する都道府県がアイデンティティ・クライシスに直面することを意味した。これまで建前と現実の極めて微妙なバランスの上に乗っかっていた都道府県制度は、バランスを崩すことになった。
　　都道府県と市町村の関係についても、都道府県は、市町村長との関係において、機関委任事務の廃止とともに、市町村に対して優越的な地位に立つ存在ではなくなった。
　地方自治法改正（1999年）
　　市町村への権限移譲をさらに推進するために導入されたて特例市制度の創設
都道府県の事務は（2条5項）
＊「統一的な処理を必要とするもの」が削除された。
1 広域事務：複数の市町村にまたがるもの等
　　　地域経済、産業基盤整備の機能強化
2 連絡調整事務：国等や都道府県等と市町村との間等の連絡調整
3 補完事務：事務の性質からして高度な技術力や専門的な能力を必要とすること　　から、一般の市町村が処理するのが適当でないと認められる
　事務委託制度（252条の14第1項）：
　　公平委員会に関する事務の委託がほとんど
　補完的機能の縮小←市町村合併
　　　不安定な存在である都道府県の機能
　　　都道府県の事務は基礎的な自治体としての市町村の存在を前提にして成り立っている。都道府県は、区域内にどのような市町村が存在し、どのような事務を処理しているかに応じて、そのあり方が絶えず問い直される、という意味で不安的な存在
　　県は市町村自治の「防波堤」
　　県の｢地方課｣がなくなる（2014年度）
　　　「市町村課」は市町村との政策協議の統一窓口としての役割を担う。「市町村課」は、市町村と共にあろうとする心意気と能力を発揮し、市町村支援の立場を鮮明にしてこそ存在価値がある。

2） 第2次地方分権改革（2007年4月~現在）
ⅰ）1999年以来国主導の下で強力に進められてきた平成の市町村合併
　　　1999年~2010年の642件の市町村合併によって、全国の市町村数は、3,2332から1,727へと46.6%減少し、平均人口は36,387人から68,947人に倍増し、面積も114.8ｋ㎡から215.0ｋ㎡に拡大した。
「国のかたち」の見直しに係る国家統治機構の再編構想の中での位置付け
都道府県制度そのものの換骨奪胎を目指す議論・取組みとして展開
1 市町村合併の進展による都道府県の市町村への大幅な権限移譲
条例による事務処理の特例（252条の17の2~4）
　2007年段階：
　　いずれかの都道府県において対象としている法律数は216法律
　　いずれかの都道府県において、該当する市町村すべてに権限移譲がなされている事務は約80法律・1070条項である。
→法律に定められた事務の性質に応じてではなく、機械的にすべての市町村に知事の事務権限を移譲することを目指している。住民の権利や暮らしの保障の観点からのものではない。

2 都道府県の廃止・道州制の導入の試みの未完
政令県（静岡県）、都市州（横浜市、名古屋市、大阪市）
広域連合を通じた道州制
　県は県域を越えた広域行政組織に活路を見出そうとした。

ⅱ）都道府県と大都市
三大都市圏（東京、関西、名古屋）と地方中枢拠点都市圏
　三大都市圏：
集積の利益→わが国の経済を牽引する役割
　集積に伴う不利益：格差、貧困という問題意識が希薄←川后：3月15日レジュメ２
地方中枢拠点都市圏（福岡、札幌。広島？）
　　地方圏における集約とネットワーク
　　拠点が圏域全体の面倒をみて「自立圏」となれ。
・政令指定都市：
　　　「実態から言えば、全国に60の都道府県が存在している」に等しい状態であるといわれてきた（2004年）。
政令指定都市は形式上は存在するが、大都市制度としての本来の意味を喪失し、存在意義を失ったといえよう。
　　　「まずは、都道府県から指定都市への事務の税財源の移譲を可能な限り進め、実質的に特別市（仮称）に近づけることを目指す」（2013年第30次地制調答申）
　　　指定都市市長会は、特別市プラス道州制を志向している。
・中核市（1994年~）
・特例市（1999年~2015年）

・都道府県
　・公務員：
　　法令で職員配置を定める教育・警察部門を除いた都道府県における一般行政部門等でみると、2005年~2010年の純減率は12.1%、2005年~2009年の純減率実績は11.4%となり、際立って高い純減状況。
その原因は民間委託等の推進である。具体的には、定期的業務等の民間委託が2009年までに都道府県で約85%が実施し、施設の指定管理者制度の導入では、2009年までに約60%が実施し、施設の業務委託まで含めると約98%で実施される。
　・仕事：
1950年代に教育、警察等の制度改革を受けて守備範囲を拡大し、60~70年代の経済成長期に地域開発（公営事業）や産業振興など積極的な施策を展開し、80年代以降は厳しい財政事情や高齢化もあって、教育、民生等の生活関連に重点を置かざるをえなくなった。その結果、都道府県においても、生活支援の割合が最大となり、市町村と都道府県の財政支出の構造は、相当程度類似している。都道府県は制度上広域自治体とされているが、基礎的自治体たる市町村との共通点が少なくない。

ⅲ）2014年地方自治法改正 
「一区切り」ついた市町村合併以降
　　住民30万市の300構想（「自己完結型の総合行政主体」としての基礎自治体）未完
　　一万人未満の小規模自治体が480（全市町村の27%)残っている。
1 定住自立圏構想（2009年~）・連携中枢都市圏構想（2015年~）
定住自立圏構想が推進されるような地域については、都道府県の権限をできるだけ基礎自治体に移譲する。都道府県は国の事務の円滑な受容に資するような区域に拡大再編し、そのあり方を変更していくことが求められる。
→総務省の地方自治政策は、都道府県・市町村のヒエラルヒーシステムから、大都市中心のネットワーク型の「中枢都市中心の圏域システム」の構築へと転換し、やがては都道府県を廃止し、これらを大括りにする「道州制」を構想する。

2 条件不利地域における都道府県による市町村の補完
一定以上の人口規模のある都市から相当の距離があるような地域では、市町村が提供すべき行政サービス等に関して、都道府県が地域の実情に応じて補完的な役割をより柔軟に果たす。

ⅳ）地方分権一括法
・第1次一括法（2011年5月）：
　　義務付け・枠づけの見直しと条例制定権の拡大（41法律）
・第2次一括法（2011年8月）：
都道府県の権限の市町村への移譲（47法律）
　　義務付け・枠づけの見直しと条例制定権の拡大（160法律）
・第3次一括法（2013年6月）：74法律を一括改正
　　義務付け・枠づけの見直し
　　都道府県から基礎自治体への権限移譲
・第4次一括法（2014年6月）：63法律一括改正
　　国から地方自治体への事務・権限の移譲（43法律）
　　都道府県から指定都市への事務・権限の移譲（25法律）
・第5次一括法（2015年6月）：19法律一括改正
　　国から地方への権限移譲（７法律）
　　都道府県から指定都市等への権限移譲（５法律）
　　分権改革委員会の勧告に基づく改革は概ね終了している。
・第6次一括法（2016年5月）：15法律を一括改正
　　国から地方への権限移譲（2法律）
　　都道府県から市町村への権限移譲（2法律）
・第7次一括法（2017年予定）

ⅴ）まち・ひと・しごと創生総合戦略（2014年12月27日閣議決定）
　　人口減少社会危機論
　　受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立

ⅵ）都道府県の意義と役割
1 社会保障行政領域
　　　国の責任を縮小・放棄し、その責任を都道府県に押し付け、都道府県が社会保障行政領域における新自由主義的改革の急先鋒にされる。
→国の仕事の受け皿としての役割の強調：都道府県の国家機能化＝半国家化
　　　例：国民健康保険の都道府県単位化
　←→憲法で保障されている国民の権利を実現する国の行政施策、それを税金で賄うということを第一に追求し、それを前提に、都道府県が住民の権利を擁護する観点から地域の権利保障施策を自治的に構築する。
2 軍事・平和行政
　　　地方自治体の自治を否定し、国の一方的な判断を押し付ける。
　　　日本国憲法によって保障された地方自治と日米安保条約に基づく国の軍事行政との矛盾・対立という２つの法体系の問題である。

Ⅱ．広島県の自治体の状況
1． 広島県の状況
　面積：8,479.45k㎡、人口：2,844,963人

2． 県内市町の状況
・１政令指定都市：広島市（906.53ｋ㎡、人口：1,194,507人）
・２中核市：
福山市（面積：518.14k㎡、人口：465,004人）
呉市（面積：352.80ｋ㎡、人口：228,635人）
・３連携中枢都市とその圏：
1 広島市：
2 福山市：
3 呉市：広島中央地域連携中枢都市圏（呉市、竹原市、三原市、東広島市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町および大崎上島町）
　　　連携中枢都市宣言：2017年度

・４定住自立圏：
1 庄原市（合併１市型）：2015年7月
定住自立圏形成方針：2016年3月
2 三原市（合併１市型）：2015年9月
　2018年度を目途に、定住自立圏形成方針、共生ビジョンを策定
　←2015年度～2017年度：都市計画マスタープランの改定、立地適正化計画の策定

3． 権限移譲の状況

Ⅲ．2017年県知事選挙
1． 求められる政策←川后「2017年広島県政白書の検討課題」（3月15日）
1） 人口減少社会（自治と分権20号、2005年）
社会構成体に応じた人口法則：
　資本主義の下での生産力水準および富と貧困の両極蓄積の度合い
　　社会経済的な背景・要因による家族の役割機能の変化
　　　市場依存の高度消費社会の下での消費を中心とする家族

2） 人口減少・経済縮小下の自治体・経済政策のあり方
・→社会の進歩的な変化を生かすことができる社会制度の整備
　（女性の高学歴化、社会進出、共働き等）
　　社会保障・社会福祉・労働法制が、資本主義・市場経済を人類と共生させる最低限の規制：地域における企業に対する住民と自治体が協力した最低限の規制
　　例：公契約条例、中小企業・中小業者育成振興条例
・普通の農業、普通の林業、普通の漁業で、普通の中小企業で、地方で安心して暮らしていける条件をつくる。（中山徹、赤旗2017年3月19日）
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